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（趣旨） 

第１条 この要領は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１

０年法律第１１４号。以下「法」という。）第３６条の２第１項に規定する通知及び第

３６条の３第１項に規定する医療措置協定（以下「協定」という。）並びに法第３８条

第２項の規定による第一種協定指定医療機関及び第二種協定指定医療機関（以下「協定

指定医療機関」という。）の指定等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（通知の方法） 

第２条 知事は、法第３６条の２第１項に規定する公的医療機関等並びに地域医療支援病

院及び特定機能病院（以下これらを「公的な医療機関」という。）に同項の規定により

通知するときは、第１号様式により行うものとする。 

 

（通知内容の公表） 

第３条 知事は、前条の通知内容を第２号様式により、山梨県のホームページ（以下「ホ

ームページ」という。）で公表するものとする。 

 

（協定の主体） 

第４条 知事は、病院、診療所、薬局又は訪問看護事業所（以下「医療機関」という。）

の管理者と協定を締結するものとする。 

２ 前項の協定は、医療機関の開設者及び管理者の連名で締結することができる。 

 

（協定の締結に向けた協議） 

第５条 県感染症対策センター（以下「ＹＣＤＣ」という。）は、協定の締結に向けて、

法第３６条の３第１項の規定による協議（以下単に「協議」という。）を進めるものと

する。この場合において、協議を円滑に進めるために必要と認めるときは、各保健福祉

事務所（以下「県型保健所」という。）に協力を求めるものとする。 

２ ＹＣＤＣは、前条第１項の医療機関のうち、甲府市に所在する医療機関との協議を進

めるに当たっては、甲府市保健所と連携して行うものとする。 

３ 知事は、第１項の協議が調わないときは、法第３６条の３第３項の規定により山梨県 

医療審議会の意見を聴くことができる。 

 

（協定の締結） 

第６条 知事は、前条第１項の規定による協議を行い、合意が成立したときは、当該医療

機関と協定を締結する。 

２ ＹＣＤＣは、次の各号に掲げる様式により、協定書を２通作成し、当該医療機関に送

付するものとする。 

（１） 病院及び診療所 第３号様式 

（２） 薬局 第４号様式 

（３） 訪問看護事業所 第５号様式 

３ 前項の規定による送付を受けた医療機関の管理者（第４条第２項の規定により連名と

する場合にあっては、管理者及び開設者。第８条において同じ。）は、記名押印した当
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該協定書を管轄の保健所に送付するものとする。 

４ 県型保健所又は甲府市保健所（以下「各保健所」という。）は、前項の協定書を受理

したときは、不備を確認の上、速やかにＹＣＤＣに送付するものとする。 

５ 協定書は、知事及び医療機関の管理者双方が記名押印した日をもって効力を生ずるも

のとする。 

６ 知事及び医療機関の管理者双方は当該協定書を適切に保管するものとする。 

７ 協定の有効期間は、協定締結の日から令和９年３月３１日までとする。ただし、協議

により別に定めたときは、この限りでない。 

 

（協定内容の公表） 

第７条 知事は、医療機関と協定を締結したときは、第６号様式によりホームページで公

表するものとする。 

２ 公表した内容に変更が生じたときは、ＹＣＤＣは速やかに修正するものとする。 

 

（協定の更新） 

第８条 協定の有効期間満了の日の３０日前（協定締結の日から有効期間の満了の日まで

の期間が３０日に満たないときは、有効期間の満了の日）までに、知事又は協定を締結

した医療機関（以下「協定締結医療機関」という。）の管理者から、更新しない旨の申

出がないときは、同一の条件により３年間更新するものとし、その後も同様とする。 

 

（協定内容の変更） 

第９条 協定締結医療機関が協定内容の変更を希望するときは、変更申出書（第７号様式。

次項において「申出書」という。）を管轄の保健所に提出しなければならない。ただし、

変更内容が軽微であるときは、申出書の提出を省略できるものとする。 

２ 各保健所は、前項の申出書を受理したときは、不備を確認の上、速やかにＹＣＤＣに

送付するものとする。 

３ 知事は、協定内容の変更について適当であると認めたときは、第６条の規定を準用し、

協定を再締結するものとする。 

４ 前３項の規定により、第１２条第２項に規定する協定指定医療機関の指定書に記載さ

れた事項の変更を伴うときは、第１３条第１項に規定する記載事項変更届出書を所管の

保健所に送付しなければならない。 

５ 第５条及び第６条の規定は、知事が協定内容の変更を希望する場合について準用する。 

 

（協定の解約） 

第１０条 協定締結医療機関が解約を希望するときは、医療措置協定解約申出書（第８号

様式。次項において「解約書」という。）を管轄の保健所に提出しなければならない。 

２ 各保健所は、前項の解約書を受理したときは、不備を確認の上、速やかにＹＣＤＣに

送付するものとする。 

３ 知事は、協定の解約について適当であると認めたときは、第９号様式により通知する。 
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（協定台帳） 

第１１条 ＹＣＤＣは、医療機関との間で協定を締結したときは、第１０号様式により協

定台帳を整備するものとする。この場合において、協定内容を変更し、又は解約したと

きは、当該内容を速やかに反映させるものとする。 

 

（協定指定医療機関の指定） 

第１２条 協定締結医療機関が法第３６条の２第１項第１号、第２号及び第３号に掲げる

措置を講ずる医療機関に該当する指定の対象であるときは、協定指定医療機関の指定に

係る同意書（以下この条において「同意書」という。）を次の各号に掲げる様式により

管轄の保健所に提出しなければならない。 

（１）法第３６条の２第１項第１号の措置を講ずる医療機関 第１１号様式 

（２）法第３６条の２第１項第２号及び第３号の措置を講ずる医療機関 第１２号様式 

２ 各保健所は、前項の同意書を受理したときは、不備を確認の上、速やかにＹＣＤＣに

送付するものとする。 

３ ＹＣＤＣは、同意書の送付を受けたときは、協定指定医療機関の指定書を次の各号に

掲げる様式により医療機関に送付するものとする。 

（１）第一種協定指定医療機関 第１３号様式 

（２）第二種協定指定医療機関 第１４号様式 

３ 協定指定医療機関の指定要件は、別表第１のとおりとする。 

 

（協定指定医療機関の指定書に係る記載事項変更） 

第１３条 協定指定医療機関が前条の指定書に記載された事項を変更するときは、協定指

定医療機関の指定書に係る記載事項変更届出書（第１５号様式。以下この条において

「記載事項変更届」という。）を管轄の保健所に提出しなければならない。 

２ 各保健所が前項の記載事項変更届を受理したときは、不備を確認の上、速やかにＹＣ

ＤＣに送付するものとする。 

３ 知事は、記載事項変更届について適当であると認めたときは、第１２条第２項の規定

を準用し、改めて協定指定医療機関の指定書を交付する。ただし、変更内容が軽微であ

るときは、指定書の交付を省略できるものとする。 

 

（協定指定医療機関の指定解除） 

第１４条 協定を解約した医療機関が協定指定医療機関の指定を受けているときは、知事

は、職権により指定を解除できるものとする。 

２ 前項の指定を解除したときは、知事は、第１６号様式により当該医療機関へ通知する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、法第３８条第１１項の規定により協定指定医療機関の指

定を取り消すときは、知事は、第１７号様式により当該医療機関へ通知するものとする。 

 

（知事の指示等） 

第１５条 知事は、公的医療機関等が正当な理由がなく、法第３６条の４第１項に掲げる

措置を講じていないと認めるときは、当該医療機関に対して、第１８号様式により必要

な措置を講ずるよう指示するものとする。 



 

 

4 

 

２ 知事は、公的な医療機関を除く医療機関が、正当な理由がなく法第３６条の４第２項

に規定する措置を講じていないと認めるときは、当該医療機関に対して、第１９号様式

により必要な措置を講ずるよう勧告するものとする。 

３ 知事は、公的な医療機関を除く医療機関が、正当な理由がなく前項の規定による勧告

に従わない場合において必要と認めるときは、第２０号様式により必要な措置を講ずる

よう指示するものとする。 

４ 第１項又は第３項に規定する指示を行った場合において、これらの指示を受けた当該

医療機関の管理者が正当な理由なく、これに従わなかったときは、知事は、ホームペー

ジでその旨を公表するものとする。 

 

（措置の実施状況等） 

第１６条 ＹＣＤＣは、年１回以上、協定内容及び実施状況等について確認に努めるもの

とする。 

２ 知事は、必要があると認めるときは、医療機関の管理者に対して協定に基づく措置の

実施状況等について報告を求めることができる。 

３ 前項の規定による求めに対し、医療機関の管理者から法第３６条の５第３項の規定に

基づく報告を受けたときは、知事は、同条第４項の規定により、厚生労働大臣に報告す

るものとする。 

４ 知事が前項の規定による報告を行ったときは、ホームページでその旨を公表するもの

とする。 

 

（流行初期医療確保措置の適用） 

第１７条 法第３６条の９第１項に規定する流行初期医療確保措置の適用基準は、別表第

２のとおりとする。 

２ 知事は、流行初期医療確保措置について、社会保険診療報酬支払基金又は国民健康保

険団体連合会に委託して行うことができるものとする。この場合において、社会保険診

療報酬支払基金から督促及び滞納処分に係る徴収の請求があったとき、国税滞納処分の

例により行うものとする。 

 

（所管） 

第１８条 本要領の事務は、感染症対策センター感染症対策グループにおいて行う。 

 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。ただし、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第９６号）附則第１

０条（協定締結関係）及び附則第１２条（協定指定医療機関の指定関係）の規定による経

過措置に係る部分については、当該経過措置の適用期日から適用する。 

 



別表第1（第12条関係） 
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種別 指定要件 

第一種協定指定医療機関 

 

１ 当該医療機関に所属する者に対して、最新の知見に基づき適切な 

感染防止等の措置を実施することが可能であること。 

２ 当該医療機関の感染症患者を他の患者等と接触することなく診察

できること。また、院内感染対策を適切に実施しながら、必要な医

療を提供することが可能であること。 

３ 新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたと

きから新型インフルエンザ等感染症等と認められなくなった旨の公

表等が行われるまでの間（以下「公表期間」という。）において、

知事の要請を受けて、新型インフルエンザ等感染症若しくは指定感

染症の患者又は新感染症の所見がある者を入院させ、必要な医療を

提供する体制が整っていると認められること。 

第二種協定指定医療機関 

(法第３６条の２第１項第２

号に掲げる措置を実施する

ものに限る。） 

１ 当該医療機関に所属する者に対して、最新の知見に基づく適切な 

感染防止等の措置を実施することが可能であること。 

２ 受診する者同士が可能な限り接触することがなく、診察すること 

ができること等の院内感染対策を適切に実施しながら、外来医療を 

提供することが可能であること。 

３ 公表期間において、知事の要請を受けて、外来医療を提供する体

制が整っていると認められること。 

第二種協定指定医療機関 

(病院又は診療所であって、

法第３６条の２第１項第３

号に掲げる措置を実施する

ものに限る。） 

１ 当該医療機関に所属する者に対して、最新の知見に基づく適切な 

 感染の防止のための措置その他必要な措置を実施することが可能で 

 あること。 

２ 公表期間において、知事の要請を受け、通知又は医療措置協定の 

内容に応じ、オンライン診療その他の法第４４条の３の２第１項 

(法第４４条の９第１項の規定に基づく政令によって準用される場 

合を含む。)又は法第５０条の３第１項の厚生労働省令で定める医療 

(以下「外出自粛対象者に対する医療」という。)を提供する体制が 

整っていると認められること。 

第二種協定指定医療機関 

(薬局であって、法第３６条

の２第１項第３号に掲げる

措置を実施するものに限

る。) 

１ 当該薬局に所属する者に対して、最新の知見に基づく適切な感染 

 の防止のための措置その他必要な措置を実施することが可能である 

 こと。 

２ 公表期間において、知事の要請を受け、通知又は医療措置協定の 

内容に応じ、外出自粛対象者に対して医薬品等対応（調剤・医薬品 

等交付・服薬指導等）を行う体制が整っていると認められること。 

第二種協定指定医療機関 

(指定訪問看護事業者であっ

て、法第３６条の２第１項

第３号に掲げる措置を実施

するものに限る。) 

１ 当該指定訪問看護事業者に所属する者に対して、最新の知見に基 

 づく適切な感染の防止のための措置その他必要な措置を実施するこ 

 とが可能であること。 

２ 公表期間において、知事からの要請を受けて、外出自粛対象者に 

対して訪問看護を行う体制が整っていると認められること。 

 



別表第2（第17条関係） 
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措置 適用基準 

病床確保 

（法第３６条の２第１項第

１号に掲げる措置） 

 

１ 知事の要請があった日から起算して７日以内に実施するものであ 

ること。 

２ 確保する病床数が１０床以上であること。 

３ 通知を受けた医療機関又は協定を締結した医療機関と必要な連携 

を行うことその他法第３６条の２第１項第１号に掲げる措置を適切 

に実施するために必要な体制を構築するものであること。 

発熱外来 

（法第３６条の２第１項第

２号に掲げる措置） 

１ 知事の要請があった日から起算して７日以内に実施するものであ 

ること。 

２ 協定に基づき１日あたり１０人以上の新型インフルエンザ等感染

症若しくは指定感染症の疑似症患者若しくは当該感染症にかかって

いると疑うに足りる正当な理由のある者又は新感染症にかかってい

ると疑われる者若しくは当該新感染症にかかっていると疑うに足り

る正当な理由のある者の診療を行うものであること。 



第1号様式（第2条関係） 
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感対第 号 

年 月 日 

 

〇〇（医療機関の管理者） 

 

                              山梨県知事 

 

感染症法第36条の２第１項の規定に基づく通知について 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第

36条の２第１項の規定に基づき、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において

講ずべき措置等について、次のとおり通知する。 

 

第１ 講ずべき措置の内容 

１ 病床の確保（患者を入院させ、必要な医療を提供） 

（１） 措置の内容は次のとおりとする。 

 

（２） 新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときから１週間

程度で措置を講ずる場合にあっては、病床の確保に当たり影響が生じ得る当該感

染症以外の患者への対応について、後方支援を行う医療機関との連携も含め、平

時から確認を行うものとする。 

（３） （１）の表「対応の内容」の項に掲げる病床数のうち、重症者及び特に配慮が 

必要な患者の病床数については、別途通知するものとする。 

対応時期 

 

流行初期期間経過後（新型

インフルエンザ等感染症等

に係る発生等の公表が行わ

れたときから６か月以内） 

流行初期期間（新型インフ

ルエンザ等感染症等に係る

発生等の公表が行われたと

きから３か月程度） 

流行初期期間（新型インフ

ルエンザ等感染症等に係る

発生等の公表が行われたと

きから１週間程度） 

対応期間 知事が必要と認める期間 知事が必要と認める期間 知事が必要と認める期間 

対応の内容 床 

 

床 

 

床 

 

即応化の期間 知事からの要請後速やかに

（２週間以内を目途に）即

応化すること。 

知事からの要請後速やかに

（２週間以内を目途に）即

応化すること。 

知事からの要請後速やかに

（１週間以内を目途に）即

応化すること。 
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２ 発熱外来の実施 

（１） 措置の内容は次のとおりとする。 

対応時期 

 

 

流行初期期間経過後（新型イン

フルエンザ等感染症等に係る発

生等の公表が行われたときから

６か月以内） 

流行初期期間（新型インフル

エンザ等感染症等に係る発生

等の公表が行われたときから

３か月程度） 

流行初期期間（新型インフルエ

ンザ等感染症等に係る発生等の

公表が行われたときから1週間

程度） 

※甲からの要請後速やかに（１週間以内

を目途に） 

対応期間 知事が必要と認める期間 知事が必要と認める期間 知事が必要と認める期間 

対応の内容 発熱外来の人数  人/日 発熱外来の人数  人/日 発熱外来の人数  人/日 

検査（核酸検出検

査）の実施能力 

 件/日 検査（核酸検出検

査）の実施能力 

 件/日 検査（核酸検出検

査）の実施能力 

 件/日 

かかりつけ患者以外の 

受け入れ 

 かかりつけ患者以外の 

受け入れ 

 かかりつけ患者以外の 

受け入れ 

 

小児患者への対応  小児患者への対応  小児患者への対応  

（２） （１）の表中「検査（核酸検出検査）の実施能力」に係る措置は、感染症法

第３６条の第１項の規定による検査措置協定とみなす。この場合において、全

国的に当該検査の実施環境が整備されていることを前提に、医療機関内で検体

の採取から検査の実施までの措置を講ずるものとする。 

 

３ 自宅療養者等への医療の提供及び健康観察 

措置の内容は次のとおりとする。 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときか

ら６か月以内） 

対応期間 知事が必要と認める期間 

対応の内容 電話・オンライン診療の可否 

 

 自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

かかりつけ患者以外の対応  

往診の可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

かかりつけ患者以外の対応  

健康観察の対応可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

かかりつけ患者以外の対応  
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４ 後方支援 

措置の内容は次のとおりとする。 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ

等感染症等に係る発生等の公表が行われた

ときから６か月以内） 

流行初期期間（新型インフルエンザ等感染

症等に係る発生等の公表が行われたときか

ら３か月程度） 

対応期間 知事が必要と認める期間 知事が必要と認める期間 

対応の内容 

 

回復患者の転院受入の可否  回復患者の転院受入の可否  

病床確保する医療機関に代わ
っての一般患者の受入の可否 

 病床確保する医療機関に代わ
っての一般患者の受入の可否 

 

 

５ 医療人材派遣 

  措置の内容は次のとおりとする。 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたとき

から６か月以内） 

対応期間 知事が必要と認める期間 

対応の内容 

 

 
感染制御・業務継続支

援のために高齢者施設

等へ派遣可能な人数 

（Y-CATに相当） 

他の入院医療機関、臨時の医療施設等に一定期

間（１週間程度）派遣可能な人数 

 うち、 

県外派遣可能な人数 

医師    

 うち、DMAT    

 うち、DPAT    

 うち、感染症医療担当従事者    

 うち、感染症予防等業務関係者    

看護師    

 うち、DMAT    

 うち、DPAT    

 うち、災害支援ナース    

 うち、感染症医療担当従事者    

 うち、感染症予防等業務関係者    

その他職種    

 うち、DMAT    

 うち、DPAT    

 うち、感染症医療担当従事者    

 うち、感染症予防等業務関係者    

 ※その他職種の内訳    

 

第２ その他厚生労働省令で定める事項 

１ 第１の措置に要する費用の負担 

（１） 第１の措置に要する費用については、県の予算の範囲内において、県が〇

〇病院に補助を行うものとする。なお、その詳細については、新型インフル

エンザ等感染症等が発生した際に、その感染症の性状に合わせて定めるもの
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とする。 

（２） 県は、第１の１又は２の措置のうち、新型インフルエンザ等感染症等の発

生等の初期の段階から当該感染症に係る医療を提供する体制を迅速かつ適確

に構築するための措置を講じたと認められる場合であって、当該医療機関が

当該措置を講じたと認められる日の属する月における当該医療機関の診療報

酬の額として政令で定めるところにより、算定した額が、新型インフルエン

ザ等感染症等に係る発生等の公表前の政令で定める月における当該対象医療

機関の診療報酬の額として政令で定めるところにより算定した額を下回った

場合には、当該医療機関に対し、当該感染症の流行初期における医療の確保

に要する費用を支給する措置（流行初期医療確保措置）を行うものとする。 

 

２ 本通知の有効期間及び変更 

本通知の有効期間は、通知した日から令和９年３月３１日までとする。ただし、

本通知の有効期間満了の日の３０日前までに、知事から変更の通知を行わない場

合には、同一条件により３年間更新するものとし、その後も同様とする。 

 

３ 本通知の措置を講じていないと認められる場合の措置 

    県は、〇〇（医療機関の管理者）が、正当な理由がなく、第１の措置を講じて

いないと認めるときは、〇〇（医療機関の管理者）に対し、感染症法等に基づく

措置を行うことができるものとする。 

 

４ 本通知の実施状況等の報告 

    〇〇（医療機関の管理者）は、県から本通知に基づく措置の実施の状況及び当

該措置に係る当該医療機関の運営の状況その他の事項について報告の求めがあっ

たときは、速やかに当該事項を報告するものとする。この場合において、電磁的

方法（Ｇ－ＭＩＳ）により報告を行うものとする。 

 

５ 平時における準備 

〇〇（医療機関の管理者）は、第１の措置を迅速かつ適確に講ずるため、平時

（新型インフルエンザ等感染症等の発生前）において、年１回以上、次に掲げる

準備を行うよう努めるものとする。 

（１） 医療機関において、最新の科学的知見に基づいた適切な知識を本通知の措

置の実施にかかわることが見込まれる医療従事者等が習得することを目的と

して、研修を実施する、又は、外部の機関が実施する医療機関向け研修に当

該医療従事者等を参加させること。 

（２） 措置を講ずるに当たっての訓練を、医療機関において実施する、又は、外

部の機関が実施する訓練に本通知の措置の実施にかかわることが見込まれる

医療従事者等を参加させること。 

（３） 措置を講ずるに当たっての医療機関における対応の流れを点検すること。 



第2号様式（第3条関係） 

 

 

感染症法第３６条の２第３項の規定に基づく公表内容

病床確保 発熱外来
自宅療養者への
医療提供及び健
康観察

後方支援 人材派遣

（例） 中北 ○○病院 ○ ○ ○ ○ ○

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※上記のほか、厚生労働省令で定める措置を実施すること

実施時期

新型インフルエンザ等感染
症等に係る発生等の公表が
行われたときから新型イン
フルエンザ等感染症等と認
められなくなった旨の公表
等が行われるまでの間

番号 二次医療圏 医療機関名

講ずべき措置等
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第3号様式（第6条関係）                            病院・診療所用 
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新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る 

医療を提供する体制の確保に必要な措置に関する協定（医療措置協定）書 

 

 

山梨県知事（以下「甲」という。）と〇〇長【医療機関の管理者】（以下「乙」という。）

は、次のとおり協定を締結する。 

 

 

（目的） 

第１条 この協定は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症（以下「新型イン 

フルエンザ等感染症等」という。）に係る発生等の公表が行われたときから新型インフルエン

ザ等感染症等と認められなくなった旨の公表等が行われるまでの間（以下「新型インフルエン

ザ等感染症等発生等公表期間」という。）に、甲の要請に基づき、乙において新型インフルエ

ンザ等感染症等に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずることに

より、甲が新型インフルエンザ等感染症等の医療提供体制を確保することを目的とする。 

 

（医療措置実施の要請） 

第２条 甲は、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において、地域の感染症の医療を

提供する体制等を勘案し、必要があると認めるときは、乙に対し、次条に定める医療措置を講

ずるよう要請するものとする。 

 

（医療措置の内容） 

第３条 乙は、前条の規定による甲からの要請に基づき、次に掲げる医療措置を講ずるものとす

る。 

 

（１） 病床の確保（患者を入院させ必要な医療を提供） 

 

 

 

 

] 

 

対応時期 

 

流行初期期間経過後（新型

インフルエンザ等感染症等

に係る発生等の公表が行わ

れたときから６か月以内） 

流行初期期間（新型インフ

ルエンザ等感染症等に係る

発生等の公表が行われたと

きから３か月程度） 

流行初期期間（新型インフ

ルエンザ等感染症等に係る

発生等の公表が行われたと

きから１週間程度） 

対応期間 知事が必要と認める期間 知事が必要と認める期間 知事が必要と認める期間 

対応の内容 床 

 

床 

 

床 

 

即応化の期間 知事からの要請後速やかに

（２週間以内を目途に）即

応化すること。 

知事からの要請後速やかに

（２週間以内を目途に）即

応化すること。 

知事からの要請後速やかに

（１週間以内を目途に）即

応化すること。 
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 （２） 発熱外来の実施 

対応時期 

 

 

流行初期期間経過後（新型

インフルエンザ等感染症等

に係る発生等の公表が行わ

れたときから６か月以内） 

流行初期期間（新型インフ

ルエンザ等感染症等に係る

発生等の公表が行われたと

きから３か月程度） 

流行初期期間（新型インフル

エンザ等感染症等に係る発生

等の公表が行われたときから1

週間程度） 

※甲からの要請後速やかに（１週

間以内を目途に） 

対応期間 甲が必要と認める期間 甲が必要と認める期間 甲が必要と認める期間 

対応の内容 発熱外来の人数  人/日 発熱外来の人数  人/日 発熱外来の人数  人/日 

検査（核酸検出

検査）の実施能

力 

 件/日 検査（核酸検出

検査）の実施能

力 

 件/日 検査（核酸検出

検査）の実施能

力 

 件/日 

かかりつけ患者以外の 

受け入れ 

 かかりつけ患者以外の 

受け入れ 

 かかりつけ患者以外の 

受け入れ 

 

小児患者への対応  小児患者への対応  小児患者への対応  

  

 

（３） 自宅療養者等への医療の提供及び健康観察 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときか

ら６か月以内） 

対応期間 甲が必要と認める期間 

対応の内容 電話・オンライン診療の可否 

 

 自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

かかりつけ患者以外の対応  

往診の可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

かかりつけ患者以外の対応  

健康観察の対応可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

かかりつけ患者以外の対応  
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（４） 後方支援 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ

等感染症等に係る発生等の公表が行われた

ときから６か月以内） 

流行初期期間（新型インフルエンザ等感染

症等に係る発生等の公表が行われたときか

ら３か月程度） 

対応期間 甲が必要と認める期間 甲が必要と認める期間 

対応の内容 

 

回復患者の転院受入の可否  回復患者の転院受入の可否  

病床確保する医療機関に代わ

っての一般患者の受入の可否 

 病床確保する医療機関に代

わっての一般患者の受入の

可否 

 

 

（５） 医療人材派遣 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたとき

から６か月以内） 

対応期間 甲が必要と認める期間 

対応の内容 

 

 
感染制御・業務継続支

援のために高齢者施設

等へ派遣可能な人数 

（Y-CATに相当） 

他の入院医療機関、臨時の医療施設等に一定期

間（１週間程度）派遣可能な人数 

 うち、 

県外派遣可能な人数 

医師    

 うち、DMAT    

 うち、DPAT    

 うち、感染症医療担当従事者    

 うち、感染症予防等業務関係者    

看護師    

 うち、DMAT    

 うち、DPAT    

 うち、災害支援ナース    

 うち、感染症医療担当従事者    

 うち、感染症予防等業務関係者    

その他職種    

 うち、DMAT    

 うち、DPAT    

 うち、感染症医療担当従事者    

 うち、感染症予防等業務関係者    

 ※その他職種の内訳    

２ 甲及び乙は、前項第１号の規定中、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行

われたときから１週間程度で措置を講ずる場合にあっては、病床の確保に当たり影響が生じ得

る当該感染症以外の患者への対応について、後方支援を行う医療機関との連携も含め、平時か

ら確認を行うものとする。 

 

３ 第１項第１号の表「対応の内容」の項に掲げる病床数のうち、重症者及び特に配慮が必要な

患者の病床数については、別途協議し定めるものとする。 
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４ 第１項第２号の表中「検査（核酸検出検査）の実施能力」に係る措置は、感染症法第３６条

の６第１項の規定による検査措置協定とみなす。この場合において、全国的に当該検査の実施

環境が整備されていることを前提に、医療機関内で検体の採取から検査の実施までの措置を講

ずるものとする。 

 

（個人防護具の備蓄） 

第４条 乙は、新型インフルエンザ等感染症等に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を

迅速かつ適確に講ずるため、個人防護具５物資（サージカルマスク、N95マスク、アイソレー

ションガウン、フェイスシールド及び非滅菌手袋をいう。）について、乙の使用量２か月分以

上を備蓄するよう努めるものとする。ただし、甲が、その必要がないと認めるときは、この限

りでない。 

 

（措置に要する費用の負担） 

第５条 第３条に基づく措置に要する費用については、甲の予算の範囲内において、甲が乙に補

助を行うものとする。なお、その詳細については、新型インフルエンザ等感染症等が発生した

際に、その感染症の性状に合わせて定めるものとする。 

２ 甲は、第３条第１項１号又は第２号に掲げる措置のうち、山梨県医療措置協定締結等に関す

る事務処理要領別表第１又は別表第２の基準を満たし、新型インフルエンザ等感染症等の発生

等の初期の段階から当該感染症に係る医療を提供する体制を迅速かつ適確に構築するための措

置を講じたと認められる場合であって、乙が当該措置を講じたと認められる日の属する月にお

ける乙の診療報酬の額として政令で定めるところにより、算定した額が、新型インフルエンザ

等感染症等に係る発生等の公表前の政令で定める月における当該対象医療機関の診療報酬の額

として政令で定めるところにより算定した額を下回った場合には、乙に対し、当該感染症の流

行初期における医療の確保に要する費用を支給する措置（流行初期医療確保措置）を行うもの

とする。 

３ 前条に基づく措置に要する費用については、乙が負担する。なお、甲は、国において新型イ

ンフルエンザ等感染症等が発生した際にその感染症の性状に合わせて検討される費用に関する

補助等が創設された場合は、乙に対して、それに基づき補助等を検討する。 

 

（新型インフルエンザ等感染症等に関する最新の知見についての情報提供等） 

第６条 新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われる前の段階から、甲は、国

から新型インフルエンザ等感染症等に関する対応方法を含めた最新の知見について情報を得た

場合は、速やかに乙へ情報提供するものとする。 

２ 乙は、前項の情報も踏まえ、甲からの第２条の要請に備えて、必要な準備を行うものとする。 

３ 新型インフルエンザ等感染症等発生・まん延時において、国が新型インフルエンザ等感染症等の性

状のほか、その対応方法を含めた最新の知見の取得状況や、感染に対応する施設・設備の整備、医薬

品や衛生物資等の確保の状況などが事前の想定とは大きく異なる事態として、判断した場合には、甲

は協定の内容について変更又は状況に応じ柔軟に対応することについて、乙と速やかに協議を行うも

のとする。 

 

（協定の有効期間及び変更等） 

第７条 本協定の有効期間は、締結日から令和９年３月３１日までとする。ただし、本協定によ

る有効期間満了の日の３０日前までに、甲と乙のいずれからも更新しない旨の申し出がない場

合には、同一条件により３年間更新するものとし、その後も同様とする。 
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２ 第３条に定める医療措置の内容その他この協定の内容を変更する場合には、甲又は乙の申し

出により協議するものとする。 

３ 甲及び乙は、医療措置の内容その他この協定の内容を履行し難い状況が生じたときは、本協

定の解約を申し出ることができるものとする。 

 

（協定の措置を講じていないと認められる場合の措置） 

第８条 甲は、乙が正当な理由がなく、第３条及び第４条に基づく措置を講じていないと認める

場合において、乙と協議する等その事情を考慮した上で、当該措置を講ずる必要があると認め

るときは、感染症法等に基づく措置を行うことができるものとする。 

 

（協定の実施状況等の報告） 

第９条 乙は、甲から本協定に基づく措置の実施の状況及び当該措置に係る当該医療機関の運営

の状況その他の事項について報告の求めがあったときは、速やかに当該事項を報告するものと

する。この場合において、電磁的方法（Ｇ－ＭＩＳ）により報告を行うものとする。 

 

（平時における準備） 

第10条 乙は、第３条の措置を迅速かつ適確に講ずるため、平時（新型インフルエンザ等感染症

等の発生前）において、年１回以上、次に掲げる準備を行うよう努めるものとする。 

（１） 乙の医療機関において、最新の科学的知見に基づいた適切な知識を本協定の措置の実

施にかかわることが見込まれる医療従事者等が習得することを目的として、研修を実施

する、又は、外部の機関が実施する医療機関向け研修に当該医療従事者等を参加させる

こと。 

（２） 措置を講ずるに当たっての訓練を、乙の医療機関において実施する、又は、外部の機

関が実施する訓練に本協定の措置の実施にかかわることが見込まれる医療従事者等を参

加させること。 

（３） 措置を講ずるに当たっての乙の医療機関における対応の流れを点検すること。 
 
（疑義等の解決） 

第11条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲と乙とが協議し

て定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１

通を保有するものとする。 
 
 令和  年  月  日  
                 甲 山梨県甲府市丸の内１丁目６－１ 

山梨県知事 長崎 幸太郎 

  
乙  （医療機関名）              

    保険医療機関番号：           

    Ｇ－ＭＩＳＩＤ：            

（所在地）               

    （管理者の）氏名            

 



第4号様式（第6条関係）                               薬局用  
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新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る 

医療を提供する体制の確保に必要な措置に関する協定（医療措置協定）書 

 

山梨県知事（以下「甲」という。）と〇〇長【医療機関（薬局）の管理者】（以下「乙」とい

う。）は、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症（以下「新型イン

フルエンザ等感染症等」という。）に係る発生等の公表が行われたときから新型インフルエン

ザ等感染症等と認められなくなった旨の公表等が行われるまでの間（以下「新型インフルエン

ザ等感染症等発生等公表期間」という。）に、甲の要請に基づき、乙において、新型インフル

エンザ等感染症等に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずること

により、甲が新型インフルエンザ等感染症等の医療提供体制を確保することを目的とする。 

 

（医療措置実施の要請） 

第２条 甲は、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において、地域の感染症の医療を

提供する体制等を勘案し、必要があると認めるときは、乙に対し、次条に定める医療措置を講

ずるよう要請するものとする。 

 

（医療措置の内容） 

第３条 乙は、前条の規定による甲からの申請に基づき、自宅療養者等への医療の提供及び健康

観察に係る医療措置を講ずるものとする。 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときか

ら６か月以内） 

対応期間 甲が必要と認める期間 

対応の内容 オンライン服薬指導の可否 

 

 

 自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

訪問による服薬指導の可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

電話服薬指導の可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

薬剤等の配送可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

健康観察の対応可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

 



 
 

19 

 

（個人防護具の備蓄） 

第４条 乙は、新型インフルエンザ等感染症等に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を

迅速かつ適確に講ずるため、個人防護具５物資（サージカルマスク、N95マスク、アイソレー

ションガウン、フェイスシールド及び非滅菌手袋をいう。）について、乙の使用量２か月分以

上を備蓄するよう努めるものとする。ただし、甲が、その必要がないと認めるときは、この限

りでない。 

 

（措置に要する費用の負担） 

第５条 第３条に基づく措置に要する費用については、甲の予算の範囲内において、甲が乙に補

助を行うものとする。なお、その詳細については、新型インフルエンザ等感染症等が発生した

際に、その感染症の性状に合わせて定めるものとする。 

２ 前条に基づく措置に要する費用については、乙が負担する。なお、甲は、国において新型イ

ンフルエンザ等感染症等が発生した際にその感染症の性状に合わせて検討される費用に関する

補助等が創設された場合は、乙に対して、それに基づき補助等を検討する。 

 

（新型インフルエンザ等感染症等に関する最新の知見についての情報提供等） 

第６条 甲は、国から新型インフルエンザ等感染症等に関する対応方法を含めた最新の知見につ

いて情報を得た場合は、速やかに乙へ情報提供するものとする。 

２ 乙は、前項の情報も踏まえ、甲からの第２条の要請に備えて、必要な準備を行うものとする。 

３ 新型インフルエンザ等感染症等発生・まん延時において、国が新型インフルエンザ等感染症等の性

状のほか、その対応方法を含めた最新の知見の取得状況や、感染に対応する施設・設備の整備、医薬

品や衛生物資等の確保の状況などが事前の想定とは大きく異なる事態として、判断した場合には、甲

は協定の内容について変更又は状況に応じ柔軟に対応することについて、乙と速やかに協議を行うも

のとする。 

 

（協定の有効期間及び変更） 

第７条 本協定の有効期間は、締結日から令和９年３月３１日までとする。ただし、本協定によ

る有効期間満了の日の３０日前までに、甲と乙のいずれからも更新しない旨の申し出がない場

合には、同一条件により３年間更新するものとし、その後も同様とする。 

２ 第３条に定める医療措置の内容その他この協定の内容を変更する場合には、甲又は乙の申し

出により協議するものとする。 

３ 甲及び乙は、医療措置の内容その他この協定の内容を履行し難い状況が生じたときは、本協

定の解約を申し出ることができるものとする。 

 

（協定の措置を講じていないと認められる場合の措置） 

第８条 甲は、乙が、正当な理由がなく、第３条及び第４条に基づく措置を講じていないと認め

る場合において、乙と協議する等その事情を考慮した上で、当該措置を講ずる必要があると認

めるときは、感染症法等に基づく措置を行うことができるものとする。 

 

（協定の実施状況等の報告） 

第９条 乙は、甲から本協定に基づく措置の実施の状況及び当該措置に係る当該薬局の運営の状

況その他の事項について報告の求めがあったときは、速やかに当該事項を報告するものとする。
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この場合において、電磁的方法（Ｇ－ＭＩＳ）により報告を行うものとする。 

 

（平時における準備） 

第10条 乙は、第３条の措置を迅速かつ適確に講ずるため、平時（新型インフルエンザ等感染症

等の発生前）において、年１回以上、次に掲げる準備を行うものとする。 

（１） 乙の薬局において、最新の科学的知見に基づいた適切な知識を医療従事者が習得する

ことを目的として、研修を実施する、又は、外部の機関が実施する医療機関向け研修に

本協定の措置の実施にかかわることが見込まれる医療従事者を参加させること。 

（２） 措置を講ずるに当たっての訓練を、乙の医療機関において実施する、又は、外部の機

関が実施する訓練に本協定の措置の実施にかかわることが見込まれる医療従事者を参加

させること。 

（３） 措置を講ずるに当たっての乙の薬局における対応の流れを点検すること。 

 

（疑義等の解決） 

第11条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲と乙とが協議し

定めるものとする。 

 

 

 この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１

通を保有するものとする。 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

                 甲  山梨県甲府市丸の内１丁目６－１ 

山梨県知事 長崎 幸太郎 

  
乙  （医療機関名）              

    保険薬局番号：             

    Ｇ－ＭＩＳＩＤ：            

（所在地）               

    （管理者の）氏名            

 

 

 



第5号様式（第6条関係）                          訪問看護事業所用 
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新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る 

医療を提供する体制の確保に必要な措置に関する協定（医療措置協定）書 

 

山梨県知事（以下「甲」という。）と〇〇長【医療機関（訪問看護事業所）の管理者】（以下

「乙」という。）は、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症（以下「新型イン

フルエンザ等感染症等」という。）に係る発生等の公表が行われたときから新型インフルエン

ザ等感染症等と認められなくなった旨の公表等が行われるまでの間（以下「新型インフルエン

ザ等感染症等発生等公表期間」という。）に、甲の要請に基づき、乙において、新型インフル

エンザ等感染症等に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずること

により、甲が新型インフルエンザ等感染症等の医療提供体制を確保することを目的とする。 

 

（医療措置実施の要請） 

第２条 甲は、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において、地域の感染症の医療を

提供する体制等を勘案し、必要があると認めるときは、乙に対し、次条に定める医療措置を講

ずるよう要請するものとする。 

 

（医療措置の内容） 

第３条 乙は、前条の規定による甲からの要請に基づき、次に掲げる医療措置を講ずるものとす

る。 

（１） 自宅療養者等への医療の提供及び健康観察 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときか

ら６か月以内） 

対応期間 甲が必要と認める期間 

対応の内容 訪問看護の可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  

健康観察の対応可否  自宅療養者対応  

宿泊療養者対応  

高齢者施設対応  

障害者施設対応  
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（２） 医療人材派遣 

対応時期 流行初期期間経過後（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたとき

から６か月以内） 

対応期間 甲が必要と認める期間 

対応の内容  
感染制御・業務継続支援

のために高齢者施設等へ

派遣可能な人数 

（Y-CATに相当） 

他の入院医療機関、臨時の医療施設等に一定期

間（１週間程度）派遣可能な人数 

 うち、 

県外派遣可能な人数 

看護師    

 うち、災害支援ナース    

 うち、感染症医療担当従事者    

 うち、感染症予防等業務関係者    

 

（個人防護具の備蓄） 

第４条 乙は、新型インフルエンザ等感染症等に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を

迅速かつ適確に講ずるため、個人防護具５物資（サージカルマスク、N95マスク、アイソレー

ションガウン、フェイスシールド及び非滅菌手袋をいう。）について、乙の使用量２か月分以

上を備蓄するよう努めるものとする。ただし、甲が、その必要がないと認めるときは、この限

りでない。 

 

（措置に要する費用の負担） 

第５条 第３条に基づく措置に要する費用については、甲の予算の範囲内において、甲が乙に補

助を行うものとする。なお、その詳細については、新型インフルエンザ等感染症等が発生した

際に、その感染症の性状に合わせて定めるものとする。 

２ 前条に基づく措置に要する費用については、乙が負担する。なお、甲は、国において新型イ

ンフルエンザ等感染症等が発生した際にその感染症の性状に合わせて検討される費用に関する

補助等が創設された場合は、乙に対して、それに基づき補助等を検討する。 

 

（新型インフルエンザ等感染症等に関する最新の知見についての情報提供等） 

第６条 甲は、国から新型インフルエンザ等感染症等に関する対応方法を含めた最新の知見につ

いて情報を得た場合は、速やかに乙へ情報提供するものとする。 

２ 乙は、前項の情報も踏まえ、甲からの第２条の要請に備えて、必要な準備を行うものとする。 

３ 新型インフルエンザ等感染症等発生・まん延時において、国が新型インフルエンザ等感染症

等の性状のほか、その対応方法を含めた最新の知見の取得状況や、感染に対応する施設・設備

の整備、医薬品や衛生物資等の確保の状況などが事前の想定とは大きく異なる事態として、判

断した場合には、甲は協定の内容について変更又は状況に応じ柔軟に対応することについて、

乙と速やかに協議を行うものとする。 

 

（協定の有効期間及び変更） 

第７条 本協定の有効期間は、締結日から令和９年３月３１日までとする。ただし、本協定によ

る有効期間満了の日の30日前までに、甲と乙のいずれからも更新しない旨の申し出がない場合

には、同一条件により３年間更新するものとし、その後も同様とする。 
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２ 第３条に定める医療措置の内容その他この協定の内容を変更する場合には、甲又は乙の申し

出により協議するものとする。 

３ 医療措置の内容その他この協定の内容甲及び乙は、医療措置の内容その他この協定の内容を

履行し難い状況が生じたときは、本協定の解約を申し出ることができるものとする。 

 

（協定の措置を講じていないと認められる場合の措置） 

第８条 甲は、乙が正当な理由がなく、第３条及び第４条に基づく措置を講じていないと認める

場合において、乙と協議する等その事情を考慮した上で、当該措置を講ずる必要があると認め

るときは、感染症法等に基づく措置を行うことができるものとする。 

 

（協定の実施状況等の報告） 

第９条 乙は、甲から本協定に基づく措置の実施の状況及び当該措置に係る当該医療機関の運営

の状況その他の事項について報告の求めがあったときは、速やかに当該事項を報告するものと

する。この場合において、電磁的方法（Ｇ－ＭＩＳ）により報告を行う。 

 

（平時における準備） 

第10条 乙は、第３条の措置を迅速かつ適確に講ずるため、平時（新型インフルエンザ等感染症

等の発生前）において、年１回以上、次に掲げる準備を行うよう努めるものとする。 

（１） 乙の訪問看護事業所において、最新の科学的知見に基づいた適切な知識を本協定の措

置の実施にかかわることが見込まれる医療従事者が習得することを目的として、研修を

実施する、又は、外部の機関が実施する医療機関向け研修に医療従事者を参加させるこ

と。 

（２） 措置を講ずるに当たっての訓練を、乙の訪問看護事業所において実施する、又は、外

部の機関が実施する訓練に本協定の措置の実施にかかわることが見込まれる医療従事者

を参加させること。 

（３） 措置を講ずるに当たっての乙の訪問看護事業所における対応の流れを点検すること。 

 

（疑義等の解決） 

第11条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲と乙とが協議し

定めるものとする。 

 

 

 この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１

通を保有するものとする。 
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 令和  年  月  日 

 

                 甲 山梨県甲府市丸の内１丁目６－１ 

山梨県知事 長崎 幸太郎 

  
乙  （医療機関名）              

    保険医療機関番号：           

    Ｇ－ＭＩＳＩＤ：            

（所在地）               

    （管理者の）氏名            



第6号様式（第7条関係） 

 

 

 

 

 

 

協定締結医療機関

第一種 第二種 病床確保 発熱外来
自宅療養者への
医療提供及び健
康観察

後方支援 人材派遣

（例） 中北 ○○病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 令和○年○月○日から
令和９年３月３１日まで

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

番号 二次医療圏 医療機関名

指定医療機関

協定期間

協定の措置事項

24 



第7号様式（第9条関係）  

25 

年 月 日 

 

 

山梨県知事  殿 

 

                       医療機関の管理者（開設者） 印 

 

 

 

医療措置協定に係る変更申出書 

 

 

○年○月○日付けで締結した「新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る

医療を提供する体制の確保に必要な措置に関する協定（医療措置協定）書」について、山梨県医

療措置協定締結等に関する事務処理要領第９条第１項の規定に基づき、次のとおり協議します。 

 

 

 

１ 変更内容 

変更項目 

※該当する項目に○をしてください 

  

ア 医療機関の名称・法人格 

イ 医療機関の所在地 

ウ 医療機関の管理者又は設置者 

エ G-MISのID変更 

オ 医療措置の内容 

カ 個人防護具の備蓄 

キ 協定の有効期間 

ク その他 

変更内容  

（項目：          ） 

新 

旧 

 

２ 添付書類 

 ○○



第8号様式（第10条関係）  

26 

年 月 日 

 

 

山梨県知事  殿 

 

                       医療機関の管理者（開設者） 印 

 

 

 

医療措置協定解約申出書 

 

○年○月○日付けで締結した「新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る

医療を提供する体制の確保に必要な措置に関する協定（医療措置協定）書」について、山梨県医

療措置協定締結等に関する事務処理要領第１０条第１項の規定に基づき、次のとおり解約を申し

出ます。 

 

 

 

 

１ 協定解約理由 

 

 

 

２ 協定終了予定日 

  ○年○月○日 

 

 

 

 

 

 

《備考》 

・ 医療機関の管理者と開設者の連名で協定を締結している場合、協定締結者の欄に開管理者及び開設者の氏名 

を記載してください。 

・ 「２ 協定終了予定日」は協定終了日を確約するものではありません。



第9号様式（第10条関係） 

27 

感対第  号 

年  月 日 

 

 

医療機関の管理者（開設者）  殿 

 

                            山梨県知事 

 

 

医療措置協定解約承諾書 

 

○年○月○日付けで解約申出をいただいた「新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新

感染症に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置に関する協定（医療措置協定）書」につい

て、次のとおり解約を承諾します。 

 

 

 

 

１ 協定解約日 

  ○年○月○日 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

   

《備考》 

・ 協定の解約に伴い、県から交付された補助金や流行初期医療確保措置等の費用等について、返還を求める

場合があります。



第10号様式（第11条関係） 

28 

合計

アドレス
番号

保健所管轄 医療機関名 保険医療機関番号 G-MIS ID 住所 管理者 開設者 担当者名 電話番号法人名等

基礎情報

郵便番号
第一種
協定指定

第二種
協定指定

 

精神疾患 妊産婦 小児 障害児者 認知症 がん 透析 外国人 精神疾患 妊産婦 小児 障害児者 認知症 がん 透析 外国人 精神疾患 妊産婦 小児 障害児者 認知症 がん 透析 外国人

①病床確保

うち、特別に配慮が必要な患者用

流行初期以降

6ヶ月以内

協定期間 個人防護具
確保病床数 うち、

重症者用
病床数

うち、特別に配慮が必要な患者用確保病床数
確保病床 発熱外来

自宅療養
者への医
療提供・
健康観察

後方支援 人材派遣

協定の措置事項

うち、特別に配慮が必要な患者用うち、
重症者用
病床数

1週間以内

流行初期

確保病床数 うち、
重症者用
病床数

3ヶ月以内

 

回復患者 一般患者流行初期以降

③自宅療養者等への医療の提供

うち、自宅
療養者対応

うち、宿泊
療養者対応

うち、高齢
者施設対応

うち、障害
者施設対応

かかりつけ
患者以外の
対応可否

うち、自宅
療養者対応

うち、宿泊
療養者対応

うち、高齢
者施設対応

うち、障害
者施設対応

流行初期以降

病床数 病床数病床数

流行初期 流行初期以降

病床数

流行初期

検査（核酸検出

検査）数
（人/日）

健康観察対応往診対応

小児患者の
受入

発熱外来患
者数

（人/日）

検査（核酸検出

検査）数
（人/日）

かかりつけ
患者以外の

受入

小児患者の
受入

かかりつけ
患者以外の
対応可否

うち、自宅
療養者対応

うち、宿泊
療養者対応

うち、高齢
者施設対応

うち、障害
者施設対応

かかりつけ
患者以外の
対応可否

流行初期以降

1週間以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内

かかりつけ
患者以外の

受入

小児患者の
受入

発熱外来患
者数

（人/日）

かかりつけ
患者以外の

受入

電話・オンライン診療対応

④後方支援

発熱外来患
者数

（人/日）

検査（核酸検出

検査）数
（人/日）

②発熱外来

流行初期

 

医師

うち、県
外派遣 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 うち、県

外派遣 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 うち、県
外派遣 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外 Ｙ-cat 一定期間 県外

Ｙ-catへ
の
派遣

他の医療施設へ
一定期間派遣 うち、DMAT うち、DPAT

うち、
災害派遣ナース

うち、
感染症医療担当従事者

⑤人材派遣

うち、
感染症医療担当従事者

うち、DMAT うち、DPAT
うち、

感染症医療担当従事者
うち、

感染症予防等業務関係者

看護師

Ｙ-catへ
の
派遣

他の医療施設へ
一定期間派遣

流行初期以降

うち、DMAT うち、DPAT
うち、

感染症医療担当従事者
うち、

感染症予防等業務関係者

その他職種

Ｙ-catへ
の
派遣

他の医療施設へ
一定期間派遣

 

Ｙ-cat 一定期間 県外 ○か月分 ○枚 ○か月分 ○枚 ○か月分 ○枚 ○か月分 ○枚 ○か月分 ○枚

個人防護具の備蓄

サージカルマスク
（DS2マスクの代替可）

N95マスク アイソレーションガウン
（プラスチックガウンを含む）

フェイスシールド
（再生利用可能なゴーグルの代替も可）

非滅菌手袋
訓練
研修その他職種の内訳



第11号様式（第12条関係） 

 

29 

年 月 日 

 

 

山梨県知事  殿 

 

                            医療機関の開設者 印 

 

 

第一種協定指定医療機関の指定に係る同意書 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第３８条第２項の規定に基づく第一種協定指定医療機関について、指定を受けるこ

とに同意します。 

 

 

 



第12号様式（第12条関係） 

31 

 年 月 日 

 

 

山梨県知事  殿 

 

                            医療機関の開設者 印 

 

 

第二種協定指定医療機関の指定に係る同意書 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第３８条第２項の規定に基づく第二種協定指定医療機関について、指定を受けるこ

とに同意します。 

 

 

 

 



第13号様式（第12条関係） 
 

31 

感対第   号 

年  月  日 

 

 

医療機関の開設者 殿 

 

                            山梨県知事  

 

 

第一種協定指定医療機関の指定について 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第３８条第２項の規定に基づき、次のとおり第一種協定指定医療機関として指定し

ます。 

 

 

 

 

 

 １ 指定医療機関 

（１）名    称 

（２）所  在  地 

 （３）指定年月日 

 

 ２ 指定内容 

  新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表後、知事が要請する医療措置 

・流行初期（１週間）   ○床 

   ・流行初期（３か月）   ○床 

   ・流行初期以降（６か月） ○床 

     

 

 ３ 指定条件 

山梨県医療措置協定締結等に関する事務処理要領別表第１のとおり 

 

 

 

 

 

 

 



第14号様式（第12条関係）  

32 

感対第   号 

年  月  日 

 

 

医療機関の開設者 殿 

 

                            山梨県知事  

 

 

第二種協定指定医療機関の指定について 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第３８条第２項の規定に基づき、次のとおり第二種協定指定医療機関として指定し

ます。 

 

 

 

 

 

 １ 指定医療機関 

（１）名    称 

（２）所  在  地 

 （３）指定年月日 

 

 ２ 指定内容 

   

 

 

 ３ 指定条件 

山梨県医療措置協定締結等に関する事務処理要領別表第１のとおり



第15号様式（第13条関係） 
 

 

33 

年 月 日 

 

 

山梨県知事  殿 

 

                            医療機関の開設者 印 

                             

 

 

協定指定医療機関の指定書に係る記載事項変更届出書 

 

 

○年○月○日付け感対第○号で指定された「第○種協定指定医療機関の指定について」の内容

に変更が生じたため、山梨県医療措置協定締結等に関する事務処理要領第１３条第１項の規定に

基づき、次のとおり届け出ます。 

 

 

 

１ 変更内容 

指定医療機関 

（変更がない場合記載不要） 

 

指定内容 

（変更がない場合記載不要） 

 

指定条件 

（変更がない場合記載不要） 

 

 

２ 添付書類 

 ○○



第16号様式（第14条関係） 

34 

感対第  号 

年  月 日 

 

 

医療機関の開設者  殿 

 

                            山梨県知事            

 

 

協定指定医療機関の指定解除について 

 

山梨県医療措置協定締結等に関する事務処理要領第１４条第１項の規定に基づき、○年○月

○日付け指定した第○協定指定医療機関の指定について、次のとおり解除します。 

 

 

 

  １ 対象となる指定 

     第○種協定指定医療機関 

      

 

 

  ２ 指定解除日 

○年○月○日 

 

 

 

３ 解除理由 

令和○年○月○日付けで医療措置協定を解約し、協定指定医療機関の指定要件を満た 

さなくなったため 

 

 

 

 

 

 

 

《備考》 

・ 指定解除に伴い、県から交付された補助金や流行初期医療確保措置等の費用等について、返還を求める場合 

があります。



第17号様式（第14条関係）  

35 

 感対第  号 

年  月 日 

 

 

医療機関の開設者  殿 

 

                            山梨県知事            

 

 

協定指定医療機関の指定取消について 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第

３８条第１１項の規定に基づき、○年○月○日付け指定した第○協定指定医療機関について次

のとおり指定を取り消します。 

 

 

 

  １ 対象となる指定 

     第○種協定指定医療機関 

      

 

 

  ２ 指定取消日 

○年○月○日 

 

 

 

３ 取消理由 

○○のため 

  

 

 

 

 

 

 

 

《備考》 

・ 指定の取り消しに伴い、県から交付された補助金や流行初期医療確保措置等の費用等について、返還を求め 

る場合があります。 



第18号様式（第15条関係） 

 

36 

感対第  号 

年  月 日 

 

 

医療機関の管理者  殿 

 

                            山梨県知事                            

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３６条の４ 

第１項に基づく指示について   

 

 

このことについて、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年

法律第１１４号）第３６条の４第１項の規定に基づき、次の措置について○年○月○日までに

講ずるよう指示します。なお、正当な理由がなく期日までに措置を講じない場合、同条の４第

４項に基づき、医療機関名等を公表します。 

 

 

 

 

 

  １ 措置事項 

   （１）同法第３６条の２第１項の規定による通知に基づく措置 

   （２）当該医療措置協定に基づく措置 

    

第３６条の２ 都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときから新型インフルエンザ等感

染症等と認められなくなった旨の公表等が行われるまでの間（以下この項、次条第１項及び第３６条の６第１項において「新型イ

ンフルエンザ等感染症等発生等公表期間」という。）に新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る医療を提供

する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずるため、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県知事が管轄する区

域内にある医療法第７条の２第１項各号に掲げる者が開設する医療機関、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安

全機構及び国その他の法人が開設する医療機関であって厚生労働省令で定めるもの（以下「公的医療機関等」という。）並びに地

域医療支援病院（同法第４条第１項の地域医療支援病院をいう。以下同じ。）及び特定機能病院（同法第４条の２第１項の特定機

能病院をいう。以下同じ。）の管理者に対し、次に掲げる措置のうち新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において当該

医療機関が講ずべきもの（第１号から第５号までに掲げる措置にあっては、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染

症に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずるものとして、厚生労働省令で定めるものに限る。）及び

当該措置に要する費用の負担の方法その他の厚生労働省令で定める事項について、通知するものとする。 



第19号様式（第15条関係）  

37 

感対第  号 

年  月 日 

 

 

医療機関の管理者  殿 

 

                            山梨県知事              

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３６条の４ 

第２項に基づく勧告措置について   

 

 

このことについて、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年

法律第１１４号）第３６条の４第２項の規定に基づき、次の措置について速やかに講ずるよう

勧告します。 

 

 

 

 

 

  １ 措置事項 

   （１）同法第３６条の２第１項の規定による通知に基づく措置 

   （２）当該医療措置協定に基づく措置 

    

  《備考》 

・正当な理由がなく、勧告に従わない場合は必要な指示や医療機関名等を公表することがあります。

第３６条の２ 都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときから新型インフルエンザ等感

染症等と認められなくなった旨の公表等が行われるまでの間（以下この項、次条第１項及び第３６条の６第１項において「新型イ

ンフルエンザ等感染症等発生等公表期間」という。）に新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る医療を提供

する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずるため、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県知事が管轄する区

域内にある医療法第７条の２第１項各号に掲げる者が開設する医療機関、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安

全機構及び国その他の法人が開設する医療機関であって厚生労働省令で定めるもの（以下「公的医療機関等」という。）並びに地

域医療支援病院（同法第４条第１項の地域医療支援病院をいう。以下同じ。）及び特定機能病院（同法第４条の２第１項の特定機

能病院をいう。以下同じ。）の管理者に対し、次に掲げる措置のうち新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において当該

医療機関が講ずべきもの（第１号から第５号までに掲げる措置にあっては、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染

症に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずるものとして、厚生労働省令で定めるものに限る。）及び

当該措置に要する費用の負担の方法その他の厚生労働省令で定める事項について、通知するものとする。 
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感対第  号 

年  月 日 

 

 

医療機関の管理者（開設者）  殿 

 

                            山梨県知事            

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３６条の４ 

第３項に基づく指示について   

 

 

このことについて、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年

法律第１１４号）第３６条の４第３項の規定に基づき、次の措置について○年○月○日までに

講ずるよう指示します。なお、正当な理由がなく期日までに措置を講じない場合には、同条の

４第４項に基づき、医療機関名等を公表します。 

 

 

 

記 

 

  １ 措置事項 

   （１）同法第３６条の２第１項の規定による通知に基づく措置 

   （２）当該医療措置協定に基づく措置 

    

第３６条の２ 都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われたときから新型インフルエンザ等感

染症等と認められなくなった旨の公表等が行われるまでの間（以下この項、次条第１項及び第３６条の６第１項において「新型イ

ンフルエンザ等感染症等発生等公表期間」という。）に新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る医療を提供

する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずるため、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県知事が管轄する区

域内にある医療法第７条の２第１項各号に掲げる者が開設する医療機関、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安

全機構及び国その他の法人が開設する医療機関であって厚生労働省令で定めるもの（以下「公的医療機関等」という。）並びに地

域医療支援病院（同法第４条第１項の地域医療支援病院をいう。以下同じ。）及び特定機能病院（同法第４条の２第１項の特定機

能病院をいう。以下同じ。）の管理者に対し、次に掲げる措置のうち新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において当該

医療機関が講ずべきもの（第１号から第５号までに掲げる措置にあっては、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染

症に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずるものとして、厚生労働省令で定めるものに限る。）及び

当該措置に要する費用の負担の方法その他の厚生労働省令で定める事項について、通知するものとする。 


